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論 文 内 容 の 要 旨 
 本稿は差別問題についての理論研究である。第一部の理論編では定義から具体的提案まで、第二部の事例編ではい
くつかの事例を扱っている。 
 理論編では、差別の定義から差別を解消する方策まで一貫した視点で構成している。 
 第１章「差別の定義」では、これまでの定義の整理から「差別」という言葉には両立不可能な２つのイメージ（差
異モデルと関係モデル）が存在しており、その混在が差別についての議論に混乱を与えていることを明らかにした。
差異モデルとは、「A と B を差別する」といったように、差別を基本的に「異なる扱い」であるとイメージし、２つ
の異なる集団（社会的カテゴリー）の比較によって差別を明らかにするというモデルである。一方関係モデルとは、
「A が B を差別する」といったように、差別を基本的に「非対称な関係、もしくは権力関係」であるとイメージする
モデルである。これらのモデルはいずれも従来の「差別」の捉え方の中に見出せるものであるが、この２つが十分に
意識されないことによって、論理的な混乱が生じてしまう。例えば女性が男性に比べて就職が不利であることそれ自
体を「差別」とする考え方（差異モデル）がある一方で、そういった状況が生じてしまう原因（例えば「男社会」で
あるとか）が「差別」なのだという考え方（関係モデル）もありうる。両方の考え方を受け入れるなら、「差別」に
よって「差別」が生じていると言わざるを得なくなる。 
 このような混乱を回避する方法として、本稿では「人権論」と「差別論」という異なる視点による議論を切り分け
ることを提案している。すなわち、差異モデルをベースとした議論と関係モデルをベースとした議論を切り離し、論
理的な混乱を回避しようという提案なのである。 
 第２章「排除の理論」では、「差別論」の基本的な理論枠組みである三者関係モデルを説明するとともに、差別行
為の類型化、差別行為の連鎖、認識のズレとその解消といった、差別を考える上での基本的な論点について整理をし
ている。 
 三者関係モデルの出発点は、排除に関わるパラドクスの解決である。すなわち、排除という作用によって排除する
人々と排除される人々が作られると考えるなら、排除という「行為」の主体は誰なのか、ということである。 
 この問題を解決するには、排除を「集団的な行為」として把握するのではなく、「排除する側」（それは所与のもの
― 161 ― 
ではない）の内部の相互行為を取り込んだモデルを作るしかない。 
 このように、出発点としてはシンプルなアイデアであった三者関係モデルであるが、「排除」による「排除する側」
の生成というプロセスを記述することは非常に困難であり、最終的に「われわれ（inclusive we）」という概念を導入
したエスノメソドロジー的アプローチによって、排除というダイナミックなプロセスの記述を可能にした。 
 このような理論枠組みの採用の成果は、「認識のズレとその解決」（第６節）に最も端的に現われている。「自己」
と「他者」あるいは「内集団」と「外集団」といった枠組みではなく、「われわれ（inclusive we）」と「他者」とい
う対立項を用いることにより、（差別する側とされる側の）認識のズレがなかなか解消できなかったり、中立的に振
舞おうとする人が「差別される側」に取り込まれていったりするプロセスを説明することができた。 
 第３章「偏見理論批判」では、本稿の立場をより明確にするために、「偏見理論」（本稿での「偏見理論」とは特定
の研究を指し示すものではなく、従来の差別や偏見についての常識的な考え方を表している）との対比によって、三
者関係モデルの必要性を主張している。 
 特に、差別される側のカテゴリー化ではなく差別する側のカテゴリー化が重要であることを論じた第３節は大きな
意味を持っている。偏見の社会心理学的研究に限らず、差別についての研究はほとんどすべて「差別される側のカテ
ゴリー化」に着目してきたと考えられるが、それはいわば対人認知の基本的なプロセスであり、差別の本質的な非対
称性を説明することができない。これに対して、「差別する側のカテゴリー化」こそが非対称性を説明できるという
のが本稿の主張である。 
 第４章「差別論の射程と解放の戦略」では、本稿の立場から導かれる解放の戦略、すなわち「差別の無効化」につ
いて、基本的な考え方を明らかにした。とりわけ、「ワクチン」の必要性という考え方が本稿の最終的な主張であり、
その具体例として、第二部の事例編が構想されている。 
 第４章はそれ自体独立して意味を持っているのではなく、第１章（及び第２章）で「差別の識別可能性」を犠牲に
してきたことへの回答、という意味も持っている。すなわち、「何が差別なのか」を客観的に識別できなくても良い、
という立場は、どのようにして差別を解消していこうとするのかという方法論（差別の告発ではなく差別の無効化を
目指す）と組み合わされることによって、始めてその意味が明らかになるのである。 
 このように、本稿の（理論編）の構成は一貫した立場によって貫かれており、全体を通して始めて理解可能になる。 
 第二部の事例編は、「ワクチン」の事例として、また本稿での差別論の応用可能性を示すために書かれている。 
 小説における「差別表現」に本稿の理論を適用した論文（第５章）は既発表論文の再録であり、本稿の原型ともい
える論考である。短編小説における「差別」表現を、１人称の主人公、読者、「てんかん（者）」という三者関係を
当てはめることによって読み解いている。また、差別を告発する者と告発された者（作者）の認識がくいちがってし
まう仕組みも明らかにしており、単なるテキスト分析の域を超えた考察となっている。 
 石原都知事の「三国人」発言を取り上げ、「差別語」の曖昧さこそが差別表現にとって重要であることを論証した
論文（第６章）では、差別表現の分析だけでなく、物語風のワクチンの一例を示した。これによって、様々な表現形
式の「ワクチン」がありえる可能性の一端を明らかにした。 
 父性/母性についての表現について扱った論文（第７章）は、ジェンダーカテゴリーの非対称性という極めて困難な
課題に、経験的研究によって答えようとした論考である。父性/母性それぞれについて同じような構成で書かれた２冊
の本を、比較対照することにより相違点を抽出し、その違いが生じた原因を「父性」を主体、「母性」を客体とする
文体で書かれていることに求めた。 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、差別はどうすればなくなるかという問いに真正面から答えようとする実践性を志向した理論的な論文で
ある。その特徴は、従来のように「差別する人」と「差別される人」の２者に注目するのではなく、そこに差別する
人に同化される者をいれた３者関係モデルで差別を考える点にある。 
 まず、さまざまな差別の定義を整理し、差別現象を考えるためのモデルとして、差異モデルと関係モデルを提示す
る。それは、意図とは関係なく、結果における権利の侵害から論じる人権論と、結果よりもむしろ原因から論じる差
別論である。差別をなくすことを考えるという点では原因を含む差別論がより重要で、それを論じていく。 
 差別はある者を他者化すると同時に別の者を同化し、同化した者と「われわれ」（inclusive we）という関係を作り
出す排除が伴う。差別行為には、他者化を主要な意図とするものと同化を主要な意図とするものがあるが、いずれの
場合も「われわれ」を作ろうとする同化のメッセージは必ず表明されていると指摘される。同化メッセージはあいま
いで、しかもそれと意識されない形で発せられる。したがって、いつの間にか、無意識に、差別に加担する場合もあ
るだろう。本論文がとくに焦点を当てている差別はこのような差別で、それをなくすためには、同化メッセージに気
づき、それを不当なものと認識することが必要であると提言され、その具体的な例もあげられている。従来の差別現
象に対する議論では、誰を差別しようとしているかなどの他者化の方に主要な注意が向けられていたが、本論文では、
同化に注目し、同化を阻止することが差別を防ぐ方法であることを主張している。 
 本論文は、差別の定義についての混乱が、２つの差別イメージ（差異モデルと関係モデル）の混在にあるものであ
ることを明らかにしたうえで、差別を明確に定義し、三者関係モデルによって、差別のメカニズムの解明と差別を解
消する方法までが一貫した視点で構成されている。 
 このように本論文は、従来の２者関係モデルとは異なって独創的であり、社会学の考え方を実践的な行為へと結び
つける点でも高く評価できる。以上の点から、博士（人間科学）の学位を授与するに十分に値するものであると判定
した。 
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